
様式第１号(第3関係)

いわて女性活躍企業等認定申請書（新規・更新）

　　年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　　　　　様

申請者　企業等の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　


　いわて女性活躍企業等認定制度要綱第３の規定により、下記のとおり申請します。
記
Ⅰ　企業等の概要
	所在地
	〒


	業　　種
（事業内容）
	

	従業員数
	男性　　　　人　　　　女性　　　　人　　　　　合計　　　　人

	担　当　者
所属・職・氏名
	

	連絡先
	電　話：　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：
Ｅメール：

	ホームページ
	



Ⅱ　認定区分　※申請する認定区分に○を付けてください。
	　
	いわて女性活躍認定企業等（ステップ１） ※取組内容（２ページ）を記入してください

	　
	いわて女性活躍認定企業等（ステップ２）※取組内容（３～４ページ）を記入してください







Ⅲ　取組内容　　
　　いわて女性活躍認定企業等（ステップ１）　
認定基準：１及び２すべてを満たすこと
１ 　女性活躍に向けた取組方針の宣言等について
企業等経営トップ（代表者）による女性活躍推進に向けた取組方針の宣言
（企業等の経営トップ（代表者）が従業員に対して宣言した内容について記入すること。）
	取組方針を宣言
した内容
	





	宣言期日及び方法
	


	添付書類
	企業等の経営トップ（代表者）が従業員に対して、女性活躍に向けた取組方針を宣言したことが確認できるもの
（例：社内に掲示している取組方針の写真、社内報、経営方針等）



２　次の項目のいずれかに取り組んでいること。※取組項目に○をつけてください。
	
	県が主催する女性活躍関連セミナーに参加している。（過去３年以内）

実施内容（※ ①参加したセミナー名、②参加期日、③参加者　を記載すること）




※女性活躍（キャリアアップセミナー、ロールモデル研修、経営者研修）、イクボス、ワーク・ライフ・バランス、働き方改革等をテーマにした研修。

	
	添付書類
	取組の内容が確認できる書類

	
	女性社員・女性管理職を対象とした女性のキャリア形成につながる研修を実施している（社外研修含む。）。（過去３年以内）

実施内容（※ ①参加したセミナー名、②参加期日、③参加者　を記載すること）




	
	添付書類
	取組の内容が確認できる書類




いわて女性活躍認定企業等（ステップ２）　
認定基準：１、２及び３すべてを満たすこと
１ 　女性活躍に向けた取組方針の宣言等について
企業等の経営トップ（代表者）による女性活躍推進に向けた取組方針の宣言
（企業等の経営トップ（代表者）が従業員に対して宣言した内容について記入すること。）
	取組方針を宣言
した内容
	





	宣言期日及び方法
	


	添付書類
	企業等の経営トップ（代表者）が従業員に対して、女性活躍に向けた取組方針を宣言したことが確認できるもの
（例：社内に掲示している取組方針の写真、社内報、経営方針　等）



２　次の項目のいずれかに取り組んでいること。　※取組項目に○をつけてください。
（更新の場合、ア、イは前回申請時の状況の維持でも可）
	
	ア　今までに女性が少なかった職務に女性の配置を増員している。

	
	職務〔　　　　　　　　　　〕　　
現在　　　　（　　　　年度）　　　人（男性　　　人、女性　　　人）
過去3年以内（　　　　年度）　　　人（男性　　　人、女性　　　人）

	
	添付書類
	上記に記載する人数が確認できるもの
（例：従業員の氏名が掲載された社内組織図、従業員一覧表　等）

	
	イ　女性管理職の人数を増員している。

	
	　現在　　　　（　　　　年度）　　人（男性　　　人、女性　　　人）
　過去3年以内（　　　　年度）　　人（男性　　　人、女性　　　人）

	
	添付書類
	上記に記載する人数が確認できるもの
（例：従業員の氏名が掲載された社内組織図、役員または従業員一覧表　等）

	
	ウ　女性社員・女性管理職を対象とした女性のキャリア形成につながる研修を実施している（社外研修含む。）。（過去３年以内）

実施内容（※ ①参加したセミナー名、②参加期日、③参加者　を記載すること）




	
	添付書類
	取組の内容が確認できる書類



３　女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定状況等について
	労働局への届出年月日
	　　年　　　月　　　日

	計　画　期　間
	　　年　　　月　　　日　～　　　　　年　　　月　　　日

	公　表　方　法
	

	従業員への周知方法
	

	添付書類
	1 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画(写)
2 本社所在地を管轄する労働局に届出した女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届（写）


　
※一般事業主行動計画の策定、社内周知、公表及び本社所在地を管轄する労働局への
届出について
・常時雇用する労働者数が101人以上の事業主は義務
[bookmark: _GoBack]　　　　　・常時雇用する労働者数が100人以下の事業主は努力義務
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